
第7章　中国における連営制の特徴と課題

7.1　はじめに

第4章で述べたように､連営制は､百貨店側が商品コストと経営リスクを

納入業者に転嫁する制度である｡したがって､連営制においては､百貨店と

各関係者の間にリスクを転嫁する関係が存在する｡百貨店は､商品の支配権

を納入業者に渡すことで､リスクとコストを納入業者に転嫁し､自身の業務

内容も変化した｡一方､納入業者は､自主経営の中で､商品を支配権と経営

ノウ-ウを蓄積することなどを通じて､リスクをより軽減させる｡また､ア

ウトレット､割引専売店など利用して､在庫商品の処理あるいは商品の価格

を上げることで､消費者を通じてリスクを消化することができる(図7.1)0

本章では､このような連営制の本質としての独特なリスクの転嫁メカニズム

を明らかにする｡

経営コストと商品リスク

商品の支配権

図7.1連営制における各社のリスクの転嫁関係

出 所) 邦(2013a) 190 頁 を 一 部 修 正｡

また､ ｢連営制｣に関する先行研究の成果を踏まえたうえで､連営制の課題に

ついて考察する｡

7.2　連営制の運営とコストやリスクの回避プロセス

7.2.1　連官制の運営のプロセスの分析

連営制の運営のプロセスについて､商品の仕入から商品販売中､商品販売
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後の順に紹介する｡

まず､商品仕入の面から検討する｡直営と異なり､連営制における百貨店

は､納入業者を誘致､あるいは募集する方法を通じて商品を仕入れる｡百貨

店は自身の市場ポジショニングによって､売場の配置など総合的な計画を立

て､公開あるいは半公開的な方法で納入業者を通じて商品を百貨店に導入す

る｡そして､選ばれた納入業者は､百貨店と連営条件について交渉する｡こ

れらの条件は､納入業者の売場位置･面積､契約期間､連営打点(売上高の

比率手数料)などを含んでいる｡両者がこれらの条件に合意した後､契約を

締結する｡これにより､両方の連合経営が正式的に始まる｡契約を締結した

後､納入業者は自身のブランドと百貨店の要求に沿って､売場の位置と面積

によって売場を改装する｡改装後､納入業者は百貨店に販売員を派遣し､本

格的に商品の販売を開始する231｡

次に商品販売では､連営制を採用した百貨店は､商品に関する権利をほと

んど納入業者に渡したため､商品の販売については干渉することができな

い｡商品販売の過程で､百貨店は現場の管理や統一レジのみ担当する｡この

点では､百貨店は最も重要な経営機能一商品販売を喪失してしまうといえ

る｡

最後に､商品販売後について紹介する｡百貨店では､商品販売後には2つ

問題が生じた｡ 1つは商品の決済問題である｡自営百貨店と異なり､連営百貨

店の主な収入は､納入業者から徴収した連営打点である｡百貨店は統一レジ

権を握って､毎日の全体売上高および個別納入業者の販売状況を把握するこ

とになる｡これらの状況により､百貨店は販売促進を計画し､販売不振な納

入業者と改善策について相談する｡毎月の決算期間内に､百貨店は納入業者

と今月の売上高をチェックし､商品代金を照合する｡納入業者は､増値税の

専用発票を発行後､ 30-60日以内に百貨店側から商品代金を支払う｡もう1

つの問題は､アフターサービスの問題である｡前述のように､連営制におけ

る百貨店は､商品の所有権を有してないため､商品のアフターサービスは主

に納入業者が負担し､百貨店側は主に納入業者と消費者間を仲介する｡

231成都市元パークソン沙湾店副店長徐昧紅-のインタビュー0
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以上､連営制運営のプロセスと商品販売後まで､各段階における百貨店の

対応について紹介した｡これらから見れば､連営制を採用した百貨店は､商

品仕入から商品販売後までの経営活動が自営百貨店と異なり､一部権利と経

営リスクを納入業者に渡したと同時に､自身の業務内容も変化してくる｡そ

の中心業務は､商品を販売することから納入業者の管理などに移転した｡言

い換えると､百貨店は経営リスクを回避する同時に､商品の仕入･販売･在

庫などの業務を納入業者に委ねた232｡次に､リスクを回避することやコスト

を軽減する点について､連営制を分析する｡

7.2.2　百貨店のリスク回避と経営コスト軽減プロセス

7.2.2.1 リ ス ク の 回 避

小売企業は､メーカーと消費者の間の架け橋として存在し､商品の所有権

が消費者に移転する前に､商品の流通過程に発生したすべてのリスクを負担

しなければならない｡これも小売業者の機能の1つである｡直営制における

百貨店は二　納入業者から直接､商品を仕入れてから販売する｡百貨店は商品

を安く仕入れることができるが､商品を販売する中で発生した商品リスクと

在庫リスクを負担しなければならない｡

一方､連営制において､百貨店側は商品リスクと在庫リスクを負担せず､

これらのリスクを納入業者に転嫁し､リスクを回避することができた｡連営

制の採用により､百貨店はコストとリスクを納入業者に転嫁すると同時に､

自身のいくつかの機能も変化してきた｡具体的には次の機能の変化である｡

第1に､経営機能の変化である｡コストとリスクを納入業者に転嫁する

際､百貨店は商品の仕入･販売･在庫管理等の商品に関する業務を放棄し､

主な業務が｢招商233｣､売場全体の配置･環境管理､納入業者の管理,販売促

進と顧客情報管理などの業務に転向した｡

第2に､組織機能の変化である｡連営制において､百貨店は､商品の経営

に関する権利を納入業者に委ねたことにより､商品を仕入･販売するバイヤ

232 　 伍(2015) 241 頁｡

233　招商とは､百貨店は自身の市場ポジショニングによって各納入業者あるいはブランド

に対する選別し､そして､彼らとの｢連営打点｣や契約条件について交渉することであ

る｡
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-や販売員などの募集､育成と管理をしなくなった｡その結果､百貨店は派

遣販売員の管理を組織機能の中心に位置づけた｡

第3に､サービス機能の変化である｡連営制において､販売員は納入業者

に派遣されるため､百貨店店内で顧客と直接に接触する百貨店従業員は､レ

ジを担当する従業員しかいない｡他の従業員は､納入業者および派遣販売員

の管理をし､顧客に対するサービスを直接に提供しない｡その結果､百貨店

は顧客に直接サービスを提供することから､顧客-のサービスを間接に提供

することになった｡このサービス機能の変化により､百貨店自体は顧客のニ

ーズや満足を考慮しないという問題が生まれた｡顧客を満足させるために

は､納入業者の力を借りなければならない｡

7.2.2.2　経営コストの軽減

百貨店は直営経営方式の下､多額のコストを負担しなければならない｡た

とえば､仕入コスト､在庫コスト､人件費､送料などである｡また､これら

のコストは､百貨店の多くのキャッシュフローを使う｡これにより､直営百

貨店には巨大な資金需要の圧力が加わった｡直営百貨店と対照的に､連営制

百貨店はコストが大幅に軽減した｡まず､百貨店の経営業務が大きく変わっ

たため､商品の仕入･販売･在庫など業務を納入業者に委ねたため､百貨店

は商品に関するコストを負担しなくてもよくなった｡百貨店の状況から見る

と､現在の百貨店の経営コストは主に人件費､賃金と他の販管費であり､商

品に関するコストはこれらの経営コストと比べて､かなり少ない234｡次に､

百貨店が統一レジを導入し､また一般的に百貨店では現金取引が比較的多い

ため､企業の資金の回転率が速くなってきた｡そして､百貨店は連営制の

下､業務の中心が商品の販売から｢招商｣と納入業者の管理-移転したた

め､百貨店の自社社員として､商品の仕入･販売･在庫などを担当する従業

員が必要なくなり､人件費を大幅削減することができた｡

7.2.3　納入業者のリスク回避とコスト転嫁

百貨店は連営制を通じて､リスクとコストを納入業者に転嫁することになっ

234　調査によると､現在中国の百貨店では､コストの中で一番高いのは人件費であり､次

には､家賃､電気代と水道料金である｡中国連鎖経営協会編(2015) 116頁を参照｡
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た｡一方､商品所有権を握っている納入業者は柔軟な経営体制を構築し､いく

つのかの方法を利用して､リスクの回避とコストの転嫁と同時に､より大きな

利益を得ることになった｡

7.2.3.1　商品の調節権

次に商品の価格調整権について分析する｡連営制において､百貨店がリスク

回避するため､商品の所有権､経営権および価格決定権を納入業者に委ねた｡

そして､商品に関するすべての権利を握っている納入業者は､商品価格の上昇

によって､自社の利益を維持することができ､同時に市場の需要量や競争相手

の変化により､商品価格を調整し､期待する利潤の目標を達成することができ

る｡これにより､一連のプロモーション実施により､納入業者の利益を保証す

ることができる235｡

また､各納入業者は､在庫リスクに直面している｡特にアパレル晶の在庫リ

スクが最も高い｡衣料品は流行性が高いため､商品は販売期間が短く､すぐに

淘汰される｡そのため納入業者は､商品の価格を下げ､あるいは値引き販売店

やアウトレットを利用して､在庫品を処理することができる｡

7.2.3.2　販売動向の把握

百貨店は労働集約型業態であり､顧客に高質なサービスを提供することが百

貨店の中核業務である236｡しかし､連営制における､百貨店は経営機能の変化

とコストの転嫁のため､自社の販売員を置かない｡一方､納入業者は自社商品

の販売量を確保するために､百貨店の代わりに､売場に販売員を置く｡さらに

納入業者は､これらの販売員の募集､研修､評価､昇進や待遇などを担当しな

ければならない｡直接に顧客に接触するため､販売員からは消費者購買行動の

変化や商品の市場需要は一目瞭然である｡そして､これらの情報を利用して､

納入業者は適切な商品､適量､適時､適切な場所で顧客に商品を提供すること

によって､利益の最大化を実現することができる｡

また､自社の販売員が､顧客に高質なサービスを提供することによって､ブ

ランド認知度の上昇や顧客のブランドに対するロイヤリティを高めることに

235 　 陳 　 前 掲 論 文16 頁｡

236 　 呉 　 前 掲 論 文138 頁｡
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役に立っ｡納入業者は､自社販売員の研修の強化を通じて､販売員の販売機能

やサービス水準を向上させると同時に､販売員の待遇の向上や歩合給の提供に

より､有効に販売員の仕事に対するモチベーションに働きかけ､商品の販売量

を増やし､売上高の実現を確保することができる｡

7.2.3.3　販売価格の上昇

納入業者は連営制の下､商品に関するリスクやコストを全部負担しなければ

ならない｡この状況では､納入業者はリスクやコストを抑えて､利益を得るこ

とが極めて難しい｡簡単に急速に利益を実現する方法は､リスクとコストを消

費者に転嫁し､商品の販売価格を高く設定するしかない｡一方､百貨店は売上

高を増やすため､各種のプロモーションを実施する｡これらのプロモーション

を実施する費用や次第に増加する入場費などを含め､すべて百貨店から納入業

者に請求することになった｡そして､これらにより､納入業者の利益空間が次

第に圧縮された｡利益を確保するため､納入業者はさまざまな費用を販売価格

に上乗せし､販売費用を消費者に転嫁する｡また納入業者は､プロモーション

時の値下げや売れ残りによる損失を考慮するとともに､百貨店内部の各部署に

｢特段の配慮｣を求めるために､多額のグレーな費用などを付け加える必要が

ある｡このように予測できる費用とできない費用が存在するため､それらを価

格に上乗せし､納入業者の利益を確保することができる237｡

図7.2　納入業者のリスク回避とコスト転嫁のメカニズム

出 所) 陳(20118) 図2 よ り 一 部 修 正｡

納入業者は以上のリスクの回避とコストの転嫁の方法によって､連営制を通

じて､低費用･高収益の経営モデルを形成させることができたのである(図7.2)0

237　陳　前掲論文　95頁｡
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7.2.4　連営制ビジネスモデルの収益性

中国の百貨店の売場経営方式は､直営､連営とテナント契約の3つがあ

る｡通常､自営百貨店の利益は仕入と販売価格の差で確保することができ

る｡連営制では､主に｢連営打点｣によって､利益を確保する｡また､連営

打点を徴収する方法には3つがある｡ 1つは納入業者の実際の売上高から徴収

する｡ 2つは､最低保証の売上高から徴収する｡ 3つは総合方式である｡この

中では､ 3番目の総合方式は最も採用率が高い｡図7.3の中の巨は百貨店の粗

利益として､納入業者から徴収する238｡

固定管理費(C)

図7.3　総合方式の徴収の計算方式

出所)筆者作成｡

図7.3からわかるように､最低保証の売上高と連営打点の高低は､百貨店の

利益に大きな影響を与える｡最低保証の売上高とは､百貨店は自身店舗の立

地､納入業者のブランドカ､納入業者の売場の位置･面積などによって設定

した毎月最低の売上高である｡この最低保証の売上高は､納入業者の優劣を

判定する基準として存在する｡もし､ある納入業者が連続して何ヶ月か最低

保証の売上高を達成できない場合､百貨店の売場を調整する際には､この納

入業者を退去させる可能性が高い｡また､最低保証の売上高を前提として､

正確な販売データを収集するため､百貨店は各納入業者の売上高の管理を統

一的に行う｡日々の販売データは､ pOSシステムで正確に把握されるため､百

238 　 中 国 連 鎖 経 営 協 会 編(2013) 279-280 頁｡
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貨店は納入業者の販売状況に応じて定期的に入れ替えや調整と不定期的にプ

ロモーションの計画を行う｡

表7.1成都市にある百貨店各商品の打率

廿∴豪ふよ鉦誉㌦ 訂uﾈﾘｹﾈｭ粨ﾈ*(2ﾘｲ定u照‥浩豪蕊豪/;/;表照.丹 唸68蕀,ｹ[BﾂﾙXĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

婦 人 服  ﾓ 3 鞄  R ﾓ #

靴  ﾓ # 紳 士 服  ﾓ #

化 粧 品 湯ﾓ# ア ク セ サ リ ー 澱ﾓ#RĀĀ

ス ポ ー ツ 用 品  " ﾓ # b 時 計  嶋 # Ā Ā Ā Ā Ā Ā

下 着  ふ # b 子 供 用 品  B ﾓ # Ā Ā Ā Ā

リ ビ ン グ 用 品 ﾓ#b 小 型 家 庭 電 器 製 品 bﾓ#ĀĀĀĀĀĀ

注)上記内容は一般的な事例であり､すべての商品に適用されるものではない｡

出所)中国四川省成都市市内にある百貨店に勤務していた元副店長のヒアリングによる｡

連営打点は､百貨店にとって､最も重要な収入源となっている｡連営打点

とは､百貨店は電気料金､管理費などの日常運営のための固定費以外に､売

上高の何パーセントかを納入業者から徴収する｡この比率は､百貨店と納入

業者の契約によって決められたものである｡このような契約書に決められた

連営打点は｢正和｣ (手数料率)と呼ばれ､ 1つしかない｡この正和に影響す

る要因はいくつかある｡ 1つは商品の種類である｡百貨店では､服飾類の販売

比率が最も高くて､百貨店は利益を確保するために､服飾類の正和を他の品

類商品より高く設定する｡これに対し､時計､貴金属･宝飾品や電子商品な

ど納入業者には､利益があまりない(時計､貴金属･宝飾品)や､自営率が

相対的に高い商品(電子商品)の正和を低く設定している｡ 2つは､百貨店の

立地である｡百貨店にとって一番重要なのは立地である｡一般的に､立地が

よいところでの正和が高い｡ 1級市場の正和は2･3級市場より､平均4-5%

高い｡ 3つは商品のブランドカである｡一般的に､ブランドカが高いのは正和

が低い｡対照的にブランドカが低い商品の正和は高い｡ 4つは納入業者の規模

と影響力である｡百貨店､特に多店舗経営を採用している百貨店は､今後納

入業者が商品に関する協力や経営などに利便を提供させるために､規模が大
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きく､影響力が強く納入業者にある程度の特恵を与え､正和を低く設定する

239
0

このような正和の打率は､百貨店にとって営業秘密であり､一般的に他の

納入業者や百貨店に知られたくない｡ネット上の信悪性が低い資料を除い

て､各種の論文や専門報告の中でも｢正和｣に関する内容が極めて少ない｡

参考として､筆者は四川省成都市市内ある百貨店に勤務していた副店長ヒア

リングの内容によって､一部商品類の正和の打率表(表7.1)を作成した｡百

貨店における各納入業者の打率は､百貨店の実際運営では固定されておら

ず､各種のプロモーションに応じて変化していく｡いったんプロモーション

が終わり次第､打率は正和に戻る｡

7.2.5　百貨店と納入業者の利益配分

これまで百貨店と納入業者のリスク回避とコスト転嫁を分析してきた｡これ

らの分析から､百貨店は連営制を通じて､リスクを回避し､コストを転嫁する

ことが分かる｡また､納入業者もリスクを負担するとともに､自身の資源を利

用して､コストを転嫁し､高い利益を得ることができる｡

重慶百貨

王府井

大商股分

成商集団

美特斯邦威

百麗国際

雅文爾

報喜鳥

0.00% 　10.00% 　20.00% 　30.00% 　40.00% 　50.00% 　60.00% 　70.00%

図7.4　百貨店と納入業者の粗利益率の比較

出所)各会社2013年年度報告書より筆者作成｡

しかし､連営制の場合､百貨店は主に連営打点という販売手数料を通じて利

益を獲得する｡こうして､百貨店の利益の多少は百貨店の経営能力ではなく､

239 　 邦(2013b) 22 頁｡
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納入業者のブランドミックス､納入業者のブランドカと納入業者の販売能力に

よって決定する｡また､連営打点は百貨店の粗利益として徴収され､主に20-

30%である｡この数値は納入業者の粗利益率と比べ､かなり低い｡また､近年人

件費や賃貸料金の上昇により､百貨店の利益幅がますます圧縮されている240｡

図7.4を見ると､上位4社百貨店の粗利益率で一番高いのが25.12%であり､下

位の4社納入業者の粗利益率と比べ､かなり低くなっている｡連営制は百貨店

によって､コストを回避し､リスクを転嫁したが､結果として百貨店の利益が

低くなった｡対照的に､納入業者はリスクとコストを負担する代わりに､高い

利益を獲得することができる｡

7.3　連営制の課題

近年､中国百貨店の不況は売場運営形態である連営制に原因があると中国の

多くの学者は指摘し､連営制に対する批判研究が多い｡そこで､連営制に対す

るメリットとデメリットの文献レビューを紹介する｡また､連営制の問題点を

分析する｡

7.3.1　連営制の論文レビュー

連営制は､中国の百貨店の発展に重要な役割を果たした｡連営制が誕生した

初期には､小売業における連営制に関する研究はあまりなかった｡しかし､近

年中国百貨店が苦しい状態に陥っているため､連営制に関する研究が盛んにな

ってきた｡特に中国百貨店の不況の所在は､連営制にあると中国の多くの学者

が指摘し､連営制に対する批判研究が多くなっており､多くの学者は百貨店が

直営経営方式に回帰すべきと主張している｡

現在連営制について批判的な研究が多いが､その代表的な学者は呉(2005､

2008)､ 陳(2011a､ 2011b) と 朱(2013) で あ る｡ 呉(2005) は､ リ ス ク や テ ナ

ント契約による弊害の回避などのメリットを肯定すると同時に､初めて連営制

のデメリットを指摘した｡呉によれば､連営制は次の間題をもたらす｡ 1つは､

納入業者との関係脆弱性である｡ 2つは､販売員に対するコントロール能力が

240中国連鎖経営協会編　前掲書　288頁｡
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下降する｡ 3つは､百貨店の管理水準の上昇を障害する｡ 4つは､同質化による

価格競争の激化である｡さらに呉(2008)は､連営制における百貨店の管理運

営方法について詳しく分析した｡この論文では､中国の百貨店は､自ら商品の

仕入･販売･在庫管理を担当する伝統的な直営方式から納入業者が商品の仕入･

販売･在庫管理を担当する連営制に転換する際に､百貨店の利益源､業務の範

囲､人員管理などすべてが本質的な変化が発生した｡連営制は百貨店業態の重

要な特徴である部門別管理のコア機能､労働集約型の業態特徴及び百貨店全体

のマーケテイング戦略体系が変化した｡この結果､百貨店を構成する本質的な

特徴がなくなり､百貨店が経営リスクを納入業者に転嫁する同時に､技術の向

上の動力や店舗の個性を喪失した｡

陳(2011a､ 2011b)は､連営制の本質とその変遷過程､連営制のリスク分担

と形成メカニズムを解明した上で､連営制が中国百貨店における｢経営能力の

喪失｣と｢社会的責任-の疑問｣という経営上の弊害をもたらしたと指摘して

いる｡陳は､百貨店の｢経営能力の喪失｣は､商品の仕入･販売､対客サービ

スの提供などの小売中核能力の喪失､サービス機能や能力の低下､深刻な店舗

同質化などの問題を指している｡ ｢社会的責任-の疑問｣は､主に中国製製品の

内外価格差の形成と商品価格の上昇という問題をもたらした｡また､陳はこれ

らの問題を指摘すると同時に､中国百貨店の改革方向を明示し､ ｢日本の自主経

営のモデルを参考にし､まず自主編集売場の経営により売場支配権を取り戻し､

徐々に商品の仕入･開発を自主的に行う｡自主編集売場を主としながら､連営

制経営を併せて行うといった経営モデル｣を主張した｡

朱(2013)は､連営制に関する既存研究に基づいて連営制の本質を確認し､

いくつかの百貨店経営-の弊害を指摘した｡連営制が百貨店の経営に経営技術

と機能の衰退による低収益､販売員の販売能力低下､納入業者との関係が協調

的でない場合の影響､社会的責任についていくつかの問題をもたらすと指摘し

ている｡

一方､連営制について批判的な研究が多く､連営制の擁護派はほとんどいな

い｡しかし､百貨店が連営制により､リスクの回避とコストの軽減を実現して

い る と､ そ の メ リ ッ ト を 指 摘 さ れ る こ と も あ る｡ さ ら に､ KinshukJerath･Z.John

zhang (2010)は､アジアの百貨店に存在している連営制を｢storewithinastoreJ

181



(店中店)と呼び､この経営モデルの下で､各納入業者の間で価格の面とサー

ビスの面で競争を行うために､納入業者はより低い価格の商品を提供すること

により､より高い販売量や売上高を獲得するができるとしている｡つまり､納

入業者は､市場シェアを拡大するために､商品の販売価格を下げることが可能

であるとしている｡

中国の学者の中で､連営制の批判派と擁護派を除いて､中間派も存在してい

る｡中間派の代表は李(2010)である｡李は､百貨店､納入業者と消費者3つ

の面で､ ｢直営より連営制の方が悪い｣ということに対して疑問を呈した｡そこ

では､直営制と連営制はそれぞれに長短があり､百貨店がどのような売場運営

形態を採用するかということより､最も大事なのは納入業者と協力することに

より消費者の欲求を満足させられる商品を提供することであるとしている｡ま

た､現在連営制を採用するかどうかの主導権が百貨店ではなく､納入業者に握

られているため､連営制が長期的に存在すると主張している｡

7.3.2　連官制の問題点

前節では､主に連営制に関する研究文献をレビューし､これらの文献中での

連営制についてメリットとデメリットを紹介した｡多くの文献では､連営制に

より､百貨店がリスクの回避とコストの軽減が実現するというメリットを肯定

している｡本項では主に今までの連営制に関する文献を踏まえて､連営制のデ

メリットについて検討する｡

7.3.2.1　商品経営機能の喪失

百貨店は小売企業として､商品を消費者に提供する流通の最終段階を担い､

安定供給機能､質のよい生活関連商品のワンストップ提供機能､商品企画機能､

幅広い生活関連商品の調達と品揃え編集機能､消費者-向けた店舗を媒体とし

た情報発信機能など5つの基本機能を果たしてきた｡しかし､連営制の導入に

より､百貨店は商品企画機能､商品の調整と品揃え編集機能を放棄し､経営の

重点を打点や協力条件について納入業者との交渉におくものであった｡つまり､

百貨店は小売企業から不動産企業に転換した｡したがって､百貨店は経営に対

する掌握力も喪失し､全体の経営能力も劣化しつつある｡一方､納入業者は百
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貨店に進出した後､自社商品の販売､在庫などの情報により､商品の種類と数

量などを調整し､より百貨店の掌握力と経営能力を弱める｡また､販売員が納

入業者に派遣されるため､百貨店は直接顧客と接触する機会を失う｡顧客情報

を経営資源として蓄積し､利用することができない｡また､連営制において､

百貨店は商品の仕入･販売･調達部と部門の管理部が必要ないため､百貨店業

界における従業員の業務水準などを低下させ､この結果､百貨店の経営管理職

員は自身の業務水準を向上させるための強い欲求を失ない､百貨店の管理水準

と技術の革新の動機が希薄化した241｡

7.3.2.2　店舗同質化による価格競争の激化

連営制において､百貨店は招商を通じて､納入業者のブランドを導入する｡

百貨店は各階層､より多くの顧客を引き寄せるために､できるだけより多くの

ブランドを導入しようとする｡一方､納入業者は市場シェア､知名度を高める

ため､できるだけ多くの百貨店に進出しようとする｡しかし､納入業者は百貨

店に導入された後､商品リスクも販売員の経費もすべて納入業者が負担してい

る｡そのため､百貨店に出店できる企業は限られている｡少なくとも､一定量

以上の商品を年間を通じて展開できるだけの規模が必要であり､販売員経費や

店舗運営費を負担できる企業でなければならない242｡こうして､中国百貨店の

同質化が進みつつある｡

2011年､第一商業網は､広州市市内の百貨店12店舗の同質化を調査し､ ｢広

州百貨店同質化報告｣を発表した｡この報告書により､この12店舗､特に衣料

品に関する同質化がかなり深刻であり､女子靴の重複率は約80%で､スポーツ

用品は約70%で､化粧品は約40%以上である｡実はこのような同質化が進んだ

のは広州市だけではなく､全国の百貨店でも広がっており､約60%のブランド

が重複している243｡こうして､深刻な同質化により､中国百貨店で展開される

ブランドはどこも似ており､百貨店の看板を外せば､どこの百貨店か分からな

い状況となっている｡消費者にとっても､百貨店の特色や魅力を感じず､購買

241 呉･ 蓑･ 徐(2005) 23 頁｡

242　坂口　前掲論文　30頁｡

243　豪商網(2015.06.30) ｢百貨店がショッピングセンター化を加速､連鎖化､差別化と多

業 態 融 合｣｡ <http://www.winshang.com/ 2016.08.24 　 ア ク セ ス>
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意欲が弱くなっている｡

同質化が進んだ結果､百貨店は消費者を引き寄せる能力が低下し､新規顧客

の獲得や来客数の増加のために､値引き販売を採用するしかない｡こうして､

各百貨店は､値引き販売を市場シェアを拡大する主要な手段として採用しはじ

めた｡隣の百貨店が値下げをするならば､うちも値下げをしようという連鎖反

応が起き､年中､割引やバーゲンセールの赤紙が店頭に貼られる｡このような､

百貨店の価格競争がますます拡大し､激化している｡この結果､定価を信用し

ない癖が顧客についてしまい､中には通常の害帽lでは何とも思わず､より大幅

な値引きでしか購買意欲がかきたてられない顧客も現れた｡百貨店側にとって､

商品が安くなければ売れなくなり､価格競争がより激しくなる｡一方､納入業

者は､値引きしてでも利益を確保できるように､当初の販売価格を高く設定す

るようになる｡割高な商品となるため､ますます正価では売れなくなる｡こう

して盲目的な価格競争の泥沼に陥っているようである244｡

7.3.2.3　利益の低下

コストの低さ､利益の安定は､連営制により､百貨店にもたらされた重要な

要素である｡しかし､ショッピングセンターやネットショッピングなどの新業

態の発展により､百貨店の売上高は毎年増加しているが､営業利益の増加が減

速している｡さらに､近年中国の経済発展より､経営環境も大きく変化し､さ

まざまな面でコストも大幅に上昇した｡こうして､もともと低かった営業利益

率がより低下していく245｡

連営制の下､百貨店は｢連営打点｣を粗利益として納入業者から徴収する｡

しかし､連営打点は高くても30%しかない｡こうして､次第に高くなる経営コ

ストなどを引くと､残るのはわずかである｡ 2016年中国百貨商業協会が｢2015

年百貨業界発展報告｣を発表した｡この報告書の中で､中国百貨商業協会の80

社の会員会社の調査によれば､百貨店業界の営業利益率はわずか1.05%しかな

く､前年度の1.3%と比べ､さらに減少した｡

244　坂口　前掲論文　30頁｡

245　中国連鎖経営協会編　前掲書　288頁｡
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7.3.2.4　優越的地位の喪失

連営制を採用した初期､百貨店は当時唯一の大型小売商として､魅力的な資

源である｢評判｣と｢立地｣を有し､百貨店の数があまりなかったため､百貨

店のテナントとして経営活動を行う権利を獲得するために､各納入業者は競争

しなければならなかった｡当時､流通チャネルの主導権が百貨店にあり､強い

パワーを持ち､百貨店は優越的地位を利用し､さまざまな費用を納入業者に請

求することにより､利益を拡大することができた｡しかし､中国の経済改革に

より､百貨店の数の増加と他の小売業態の出現という外部環境の変化により､

百貨店は直営経営方式を放棄し､連営制の比率を拡大し､商品に関する権利を

納入業者に委ねる｡こうして､納入業者が商品の仕入･販売･在庫などの業務

を担当し､売場での主導権を納入業者に移転しており､納入業者特に知名度の

高いブランドを持つ納入業者に対し､百貨店の交渉パワーも喪失しつつある｡

百貨店は､自身のブランドカと市場での知名度を高めるために､むしろ自社の

一部利益を犠牲にしてでも､知名度の高いブランドを導入する｡

中国連鎖経営協会が2011年に発表した｢百貨店と高級ブランド納入業者の

協力状況｣によれば､約87%の百貨店企業は高級ブランドとの協力が非常に重

要と考えている｡百貨店は高級ブランドを導入するために､広報宣伝活動の拡

大と賃貸料金や管理費の減免などの措置を採用している｡さらに､一部の百貨

店は1 m2当たり2､ 3万元の工事費用の負担と約50%以上の賃貸料金や管理費

の減免などの措置を採用することで､高級ブランドの協力を求めている｡

これらの状況から見ると､納入業者特に高級ブランドを持つ納入業者に対し､

百貨店は弱者の位置に立ち､流通チャネルの主導権を納入業者に譲り渡したと

いえる｡

7.3.2.5　納入業者との衝突

百貨店は､直営の下納入業者との関係が単なる売買関係であり､納入業者は

自社利益のため､できるだけ多くの商品を百貨店に販売する｡一方､百貨店も

売上高を高めるために､ある程度､商品を多めに仕入れる｡この売場運営形態

では､百貨店と納入業者との関係は対立ではなく､ある意味で一致している｡

一方､連営制の下､百貨店は納入業者との関係が協力的であり､百貨店の収
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人が各納入業者の売上高に関連する｡納入業者の売上高が高ければ高いほど､

百貨店の収入が高くなる｡この点から見ると､百貨店の利益は納入業者の利益

と一致している｡

しかし､そのような協力関係の中でも､細部になると対立点が顕在化した｡

この対立点は主に3つある｡第1には､消費者に対する返品である｡百貨店は

顧客に返品および取替の権利を認め､ 1つの革新として成長してきた｡現在で

も､中国の百貨店は自社に対する顧客のロイヤルティを高めるために､顧客の

返品及び取替の権利などの欲求をできるだけ満足させる｡これに対し､返品及

び取替された商品は納入業者にとって､ 2次販売することができない商品にな

るかもしれない｡そのために､納入業者には返品及び取替することに対する抵

抗感がある程度ある｡連営制における百貨店は商品の所有権がないため､消費

者の返品や交換などの要求には､百貨店は勝手に解決してはいけない｡多くの

場合では､百貨店は納入業者と消費者の間の仲介人として仲裁することになる｡

そして､百貨店に対して納入業者は不満感を募らせることがしばしば発生する｡

第2には､商品の調達の点である｡納入業者が商品の調達権を持ち､自社の

把握している顧客と市場情報を利用し､適切な商品､適量､適時､適切な場所

に顧客に商品を提供することによって､利益の最大化を実現することができる｡

一方､百貨店は高い売上高を実現するために､人気商品を自社の店舗だけに置

いて欲しい｡こうして､知名度が低く販売業績がよくない百貨店は売上高を高

めるため､人気商品の仕入を納入業者に要求する｡しかし､納入業者は自社の

利益を追求しようとするため､このような要求に応じることはなかなか難しい､

あるいは人気商品を少量､短期間百貨店に置いて､すぐ業績が高い百貨店や自

社の直営店舗に移転してしまう｡

第3には､納入業者と百貨店の利益が対立する点である｡近年､人件費や賃

貸料金の上昇により､もともと低利益で経営していた百貨店は経営状況がより

難しくなる｡また､連営打点が契約により決められるため､簡単に上げること

ができない｡こうして､百貨店は利益を上げるために､さまざまな名目で不適

正な費用を徴収することがよくある｡このことにより､百貨店と納入業者との

協力関係に悪影響がもたらされることがある｡
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7.4　連営制の評価

前節では､主に連営制の課題をについて紹介したが､国内百貨店業態の不況

や外資系小売企業の進出などのさまざまな状況の下で､連営制を採用したこと

は､当時1990年代後半の百貨店業界にとって､最善の選択であろう｡

前述のように､中国の百貨店は､ 1990年代後半から､オーバーストア､新業

態の出現と経営コストの上昇などの原因により､店舗を閉鎖することが多く発

生した｡さらに､海外大手小売企業が､次々に中国市場に進出し､各地で新店

舗を展開した｡この時の中国の百貨店は､ノウハウ､資金､人材などの経営資

源が非常に少なくて､極めて危険な状態であった｡

そして､連営制を採用したことによって､中国の百貨店は､納入業者の経営

資源を活用し､ノウハウ､資金､人材がないという欠点を改善し､最大限に顧

客を満足させることを達成した｡また､中国の百貨店は､経営コストの削減と

いう連営制のメリットを利用して､有限の資金を活用し､短期間に中国の各地

で多くの新店舗を展開するとともに店舗の改装を行い､自らの競争力を高め､

外資系大手小売企業からある程度の市場シェアを維持した｡したがって､中国

の百貨店は､連営制を採用したことによって､ 1990年代後半の経営不振の状態

から脱出し､ 2000年代の発展を実現した｡

連営制によって中国の百貨店が発展したという立場からみると､連営制は､

決して悪い売場運営形態ではなかった｡しかし､長期間に広範囲で連営制を採

用した結果､中国の百貨店は､中国市場環境の変化を無視し､連営制のメリッ

トだけに夢中になり､安直な運営方式に依存し､自らのイノベーション意欲が

なくなった｡この結果､中国の百貨店は､激しく変化している市場環境の下で､

業態の優位性がなくなり､市場での競争力も低下している｡今後､中国の百貨

店は､連営制のメリットを最大限に発揮し､デメリットを最小限に抑制するこ

とができるかどうかが､重要な1つの課題である｡

7.5　直営に転換する課題

連営制が抱える問題や､異業態間の競争や経済発展の停滞などの影響で､現

在の中国の百貨店は､苦しい状況に陥っている｡直営に転換することにより､
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百貨店は中核競争力の高め､粗利益の改善､差別化の実現､顧客ロイヤルティ

の向上､流通チャネル主導権の奪回などを実現することができる246｡これらの

ことが実現することにより､中国の百貨店は現在の苦境を脱出することができ

る｡したがって､中国の百貨店は現在の局面を変えるために､連営制の採用を

抑え､直営を拡大しようとする｡しかし､中国の百貨店は長期的に連営制を採

用してきた結果､百貨店の経営機能が低下し､直営に転換するうえでいくつも

の問題をもたらした｡

中国における多くの学者や百貨店業界の実業家は､中国の百貨店が現在の経

営難から脱出するために､直営経営方式に回帰すべきことを主張している｡こ

の節では､中国の百貨店の現状を分析し､直営に転換する際の課題をあげる｡

7.5.1　資金の不足

連営制と違って､直営では､百貨店は自社の資金により､商品の仕入･保管･

販売などについて担当しなければならない｡しかし､このような経営活動は､

かなりの費用が発生する｡これまでずっと低利益で経営し､多店舗経営に大量

投資している百貨店は､この多くの資金を確保できず､もし直営に転換し､万

一の場合問題があり､一層の資金が必要になれば､百貨店の日常経営に悪影響

を与えるかもしれない｡

中国連鎖経営協会が発表した｢2012年百貨店直営模式研究報告｣の中で､約

80%の百貨店会社は直営に転換する過程の中で､最も困難なのは資金の不足と

考えている｡

7.5.2 　 人 材 の 不 足

百貨店は直営では､優秀なバイヤーが必要である｡バイヤーはブランド､マ

ーケテイングとデザインなどの面だけではなく､情報分析や在庫管理などの知

識も備えていなければならない｡しかし､現在の中国の百貨店はそのような人

材が不足している｡中国の百貨店は連営制を採用してきた結果､商品の仕入･

在庫･販売などの業務を納入業者に委ねたことで､商品を選択･仕入を実施す

るバイヤーがいなくなってきた｡さらに､連営制を採用したことにより､百貨

246　中国連鎖経営協会編　前掲書　289-290頁｡
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店がバイヤーの育成機能を放棄し､バイヤーの育成ができなくなってきた｡そ

の結果､どれほど優秀な人材が応募してきても､優秀なバイヤーを育成するこ

とができない｡また､優秀なバイヤーを育成するには､長期間かかり､短期間

に実現することができず､百貨店にとっても､優秀なバイヤーを育成するため

に､さまざまなコストとリスクを負担しなければならない｡これらのコストと

リスクは百貨店にとっては､かなりの重荷である｡

7.5.3　納入業者からの抵抗

百貨店が初めて連営制を採用した時から､流通チャネルの主導権は次第に百

貨店から納入業者に移動しつつあった｡現在､納入業者は流通チャネルの主導

権を握り､高い利益を獲得することができる｡また､改革開放以降､各納入業

者は大きな発展を果たし､相対的に完全な仕入･販売ネットワークを構築して

きた｡このことによって､百貨店は商品の仕入権や流通チャネルの主導権を喪

失し､百貨店取引はほとんど納入業者を通じた取引によって構成されている｡

百貨店が直営に転換することは､必然的に各納入業者の利益を奪い､さらに長

期的に存在し､納入業者が構築した仕入･販売ネットワークを破壊することに

なる｡したがって､百貨店が直営に転換することは､納入業者にとって､よい

ことではなく､納入業者から圧力がかかるのは当然のことである｡

7.5.4　直営に関するノウハウが足りない

中国は建国から改革開放まで､計画経済を実施してきた｡この計画経済では､

百貨店は政府の配給機関として存在し､商品の仕入れなどの業務に一切手を出

さずに､すべで政府の計画の通り､経営していた｡もちろん､この間に､直営

に関するノウハウを蓄積することができなかった｡改革開放から1990年代前

半まで､中国は計画経済から市場経済に移行しつつあった｡この間に､百貨店

は自主経営権を得て､商品の仕入などの商品に関する業務を手がけることにな

った｡しかし､かつて中国市場では商品が恒常的に不足し､売り手市場であっ

た｡どのような商品でも､百貨店に置けば､すぐ売れ切れになった｡この期間､

1990年代以前と同じように､直営に関するノウハウを蓄積することはできない｡

1990年代後半から､連営制を採用し始め､百貨店は商品に関する業務を担当せ
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ず､大部分の期間ではただ不動産管理会社の役割を果たし､現代小売企業とし

ての管理技術や直営に関するノウハウを蓄積することもできない｡これらのノ

ウハウがないまま､幅広い範囲で直営経営を運営するにはかなり危険がある｡

以上､この4つの原因により､中国の百貨店が直営に転換するのは､かなり

困難であり､今後も中国の百貨店の売場運営形態は長い間､連営制を採用し続

けるだろう｡

7.6 　 小 括

本章では､中国の百貨店における連営制に関して､売場運営形態としての特

徴､デメリットとメリットなどについて分析した｡これらを分析した結果から､

2つが指摘されよう｡

第1に､連営制に対するデメリットとメリットに関する文献をレビューし､

連営制が中国の百貨店に経営機能の喪失､同質化の激化､低利益､主導権の喪

失と納入業者との対立関係などいくつもの課題をもたらしたことがわかった｡

一方､リスク回避とコスト軽減を特徴とする連営制には､百貨店側にはいくつ

かのメリットもある｡まず､連営制の経営モデルの下､各納入業者の間には価

格とサービスの面で競争を行うため､納入業者はより低い価格の商品を提供す

ることにより､より高い販売量や売上高を獲得することができる｡つまり､納

入業者は市場シェアを拡大するために､商品の販売価格を下げることが可能で

ある｡

第2に､中国の百貨店は連営制を通じて､ 1990年代後期の経営危機を乗り越

えた｡しかし､連営制は百貨店にいくつもの課題をもたらした｡経営機能の喪

失､同質化の激化､低利益､主導権の喪失と納入業者との関係が対立など連営

制にもたらされた課題が中国の百貨店を苦境に追い込んだ｡

そして､多くの学者や実業家は､百貨店が直営経営方式に回帰すべきことを

主張している｡しかし､現在の中国の百貨店は､資金と人材面が不十分であり､

長期にわたり連営制を採用した結果､経営技術も衰退し､直営に関する経営ノ

ウハウも蓄積してこなかったため､短時間で､幅広い範囲での直営の実施には

相当な時間がかかると考えられる｡連営制に関する研究はまだまだ議論の余地
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第8章連営制の事例研究

8.1　はじめに

前の第5､ 6章では､中国の百貨店における連営制についての理論研究を行っ

た｡本章では､これらの研究結果を踏まえて､事例研究を行う｡

前述のように連営制は､国有百貨店企業自身の改革や外資系百貨店からの影

響によって形成されたといえる｡本章では､国有百貨店と外資系百貨店をピッ

クアップして事例分析を行う｡国有百貨店の事例研究の対象は､王府井百貨店

である｡王府井百貨店は､新中国成立後､初の国有百貨店であり､ 2016年の中

国連鎖経営協会のデータでは､王府井百貨店は国内最高の売上高を達成した｡

また王府井百貨店は､現時点では全国24都市で､ 42店舗を展開し､国有百貨

店の中で､唯一全国展開している百貨店企業である｡

一方､外資系百貨店の事例は､マレーシア系のパークソンである｡パークソ

ンは､中国の改革開放後､早い段階で中国市場に進出した外資系百貨店企業と

して､長い間外資系百貨店のトップの座を獲得､維持してきた｡また､王府井

百貨店と同様に､ 2016年末時点で､全国の21カ省･直轄市に45店舗(委託管

理店舗を除く)を展開している｡

このように､上記2社を事例研究の対象にしたのは､それぞれ特徴的な百貨

店であり､ 2社とも中国における最も代表的な百貨店といえるからである｡

本章では､この2社の事例研究により､連営制が国有百貨店と外資系百貨店

の中で､どのようなプロセスで運用されているのかを明らかにする｡また､こ

の2社の連営制のデメリットも考察し､最後に､ 2社の連営制の運用の比較分

析を行う｡

8.2　王府井百貨店の概要

王府井百貨店は､新中国成立後の第1店百貨店と呼ばれ､ 1955年に開業して

以降､中国百貨店業界の代表として成長してきた｡本節では､王府井百貨店の

系譜や現状を考察し､四川省の成都市に立地している王府井成都店を取り上げ
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る｡

8.2.1　王府井百貨店の系譜と現状

王府井百貨店は､ 1955年に北京市百貨公司王府井百貨商店という名で開業し

た｡当時は､新中国が成立したばかりであったため､国内政治も不安定であり､

経済も不況であった｡このような背景の下､中国政府は北京市の経済を安定さ

せ､新中国の建設成果を示すため､自ら投資し､王府井百貨店の建設を始めた｡

政府は王府井百貨店を建設するために､全国の商業人材を動員し､全国から商

品を調達した｡王府井百貨店は､新中国での初の国家による自主設計､自主投

資､自主経営の国有大型百貨店企業であり､ ｢新中国の第1店｣と呼ばれてい

る｡ 1955年9月25日に王府井百貨店が開業し､その日の来店客はおよそ16万

人で､売上高は30万元247に達した248｡

王府井百貨店は､計画経済時期中､政府の物資配給機関として､ ｢物価の安定｣､

｢供給の確保｣という社会安定の役割を果たしながら､できるだけ消費者に良

質なサービス､豊富な商品の提供と流行情報の提供を行った｡ 1973年から1970

年代末まで､王府井百貨店は､ずっと売上高が1億元以上､利益額が1′000万

元程度を維持していた249｡

1980年代に入ると､中国の経済改革の開始とともに､王府井百貨店もさまざ

まな改革を試みた｡ 1986年からは､王府井百貨店は当時の｢両権分離｣ 250の試

験企業として､企業の体制改革を始めた｡ 1991年から､王府井百貨店は､株式

制改革をはじめ､ 1993年に北京王府井百貨株式有限会社を設立し､ 1994年には

上海有価証券面引所に上坂を果たした2510

1990年代に入り､中国小売業の対外開放により､外資系小売企業が次々と中

国市場に参入することとなった｡これらの外資系小売企業の参入により､王府

井百貞店は､大きな危機感を抱いた｡王府井百貨店は､外資系小売企業に対抗

するため､連鎖経営の試みを行った｡新中国の成立以来､中国の各商業企業は､

各地域で独立して存在し､連鎖経営あるいは多店舗の展開などの経営理念が存

247　当時､中国普通の労働者の給料は1月で約2､ 30元であった｡

248 　 劉(2015) 14 頁｡

249 　 管 編(1996) 6 頁｡

250　両権分離とは､所有権と経営権を分離することを指す｡

251 王 府 井 百 貨 店 ホ ー ム ペ ー ジ<www.wfj.com.cn/ 2017.07.21 ア ク セ ス>

193



在しなかった｡また､中国は国土面積が広く､人口が多く､各地域の差も大き

く､各地域の消費習慣が異なるため､連鎖経営あるいは多店舗の展開はかなり

難しかった｡ 1996年､王府井百貨店は､北京市朝陽区に北京の2号店海文王府

井百貨店を開業した｡同年7月､広州市で広州王府井百貨店が開業し､王府井

百貨店は､正式に地域間での連鎖経営を開始した｡その後､中国の内陸都市武

漢､成都にも新たな店舗網が構築された｡

王府井百貨店は､ 1997年に連鎖経営をより効率的に行うために､ 400万ドル

を投資して､アメリカのJDAソフトウェア社252の情報管理システムを導入した｡

さらに世界的に有名な経営コンサルタント会社マッキンゼ一社(McKinsey&

company,Inc,)に依頼し､彼らが建てた連鎖経営戦略に基づいて､王府井百貨店

の5店舗に対して内部重合を布い､王府井百貨店の連鎖経営戦略を加速させた.

その後､包頭､石家庄､重慶などの内陸都市に次々と新店舗を開業した(表8.1)｡

表8.1王府井百貨店グループの店舗分布

青 海 　 　 　 　 ∴ 　_ 　 　 　2 　 　 　 　 　 　 　 　 　 薪 亜

甘 粛 　 　 　 　 　 　 　 　 　1 　 　 　 　 　 　 　 　 　 陳 酉

福 建 　 　 　 　 　 　 　 　 　3 　 　 　 　 　 　 　 　 　 広 東 　 　 　 　 　 　 　 　 　1

広 酉 　 　 　 　 　 　 　 　1 　 　 　 　 　 　 　 　 遼 寧 　 　 　 　 　 　 　 　1

注)その他にアウトレット8店舗､ショッピングセンター5店舗､ pcDS2店舗を含む｡

出所)王府井百貨店ホ二ILべニジ<-h-tip:/iふww.wfj.co~m.占n-/store >より整理｡

252 ｣DAソフトウェア社は､米国アリゾナ州スコツツデールに本社を置く､サプライチェー

ンマネジメント､製造計画､小売計画､ストアオペレーション及びコラボレーテイブカテ

ゴリマネジメントソリューションのソフトウェア及びコンサルティングサービスを提供す

る企業である｡
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一方､王府井百貨店は自ら新店舗を開業するだけではなく､積極的にM&Aを

通じて自分の店舗網を拡大していた｡王府井百貨店は､ 2000年北京市の東安グ

ループと合弁し､新たなグループ企業を設立し､北京市の最大の小売企業とな

った｡ 2013年､王府井百貨店の親会社が外資系百貨店企業春天百貨(PCDS)を

買収した｡買収を通じて王府井百貨店の店舗数は49店舗となり､店舗網が全国

に拡大し､百貨店､アウトレット､ショッピングセンターを網羅する事業モデ

ルを構築し､シナジー効果の追求やアウトレット事業での収益拡大などを目指

すようになった253｡

この中で､成都市市内に立地している成都王府井百貨店は､ 1999年に成都市

市内の繁華街の春照路に1号店開業して以来､成都市のトップ小売企業として

成長してきた｡ 2011年､王府井百貨店の初のショッピングセンターが成都市で

成都王府井百貨店の第2号店として開業した｡ 2016年､ 2つの店舗の総売上高

は､ 41.3億元に達し､王府井グループの総売上高の23%を占め､グループの中

心的な存在である｡

8.3　王府井百貨店における連営制の運用

王府井百貨店は､国有企業として､中国の経済改革とともに､企業自身も改

革を行った｡ ｢連営制｣の前身である｢引廠進店｣は､王府井百貨店などの国営

百貨店が先に導入した｡

8.3.1　王府井百貨店における連営制の前身

中国の改革開放により､国民の生活は大きく変化した｡しかし､当時中国市

場には､商品が不足し､服飾､日用品や一部の食品などの商品を購買するとき､

まだ配給券が必要であった｡このため､王府井百貨店を含む､当時すべての国

有百貨店は商品が不足し､顧客の消費欲求を充足することができなかった｡ま

た当時の国有百貨店は､自由に商品を仕入れることができず､すべての商品は

国家の卸機関により配分されていた｡ 1981年の｢落実国務院拡権文件､筆固提

253　2013年買収完成前の時点で､王府井百貨店の店舗数は30店舗で､主に北京､四川省､

西北地方に位置している｡ pcDSは19店舗で､主に北京､福建省､貴州省に立地し､さら

にアウトレット事業も展開していた｡
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高拡権工作の具体実施暫行方法｣の発表により､商業企業は商品の仕入が自由

に行えるようになった｡このため､王府井百貨店は､自社の采購員254を全国に

派遣し､各地の工場から直接商品の仕入を行った｡ 1984年に王府井百貨店は､

およそ2′000社の工商企業と業務提携関係を結んだ｡同年､王府井百貨店の売

上高は2.84億元に達し､利益も2′415万元までに増加した255｡

1980年初期､政府から両権分離という政策が提唱された｡一部の両権分離の

試験企業(メーカー)は､商品を王府井百貨店に置いて直接消費者に販売する

ことが認められ､ 1980年に王府井百貨店は､清河毛織廠をテナントとして導入

し､初の｢引廠進店｣を行った256｡しかし当時は､引廠進店は政府から正式に

認められず､ただの試験であり､改革の一環であり､引廠進店の規模は拡大し

なかった｡ 1986年に､試験企業の業績の好調や改革の進展により､引廠進店が

ようやく百貨店の自主経営の補充部分として政府に認可された｡このことによ

り､王府井百貨店も引廠進店を積極的に導入した｡当時の王府井百貨店の3階

服飾フロアでは､半分以上が引廠進店である257｡王府井百貨店は､国有･集体･

中外合資企業を対象として､当時1 m2あたりの業績が悪い片隅にある売場を利

用して､引廠進店を採用し､結果として､大きな利益を獲得した｡

その後王府井百貨店は､ 1993年に株式会社に転換したことをきっかけに､店

舗の改造を行った｡また燕捗､賓特などの外資系百貨店の好調により､王府井

百貨店は､開放的陳列などの経営手法を採用し､外資系百貨店のようなブラン

ド型百貨店-転身し､連営制を採用しはじめた｡その後､連営制の比率が次第

に拡大し､現在まで王府井宜貨店の中郡ま二最も~中心的な売場運営形態となっ

た｡

8.3.2　現在王府井百貨店における連営制の運用

王府井百貨店が､はじめて｢引廠進店｣を採用してから､既に37年間が経過

した｡現在の王府井百貨店は､次の3つの売場運営形態を採用している｡ 1つ

目は､連営制である｡連営制は､最も中心的な売場運営形態であり､ 2016年度

254　采購員とは､商品の仕入を担当する者である｡

255　管編　前掲書　6頁｡

256 　 倍(2006) 16 頁｡

257　倍　前掲論文　32頁｡
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の売上高が145.99億元となり､総売上高の約82%を占めた｡連営制を採用して

いる商品の種類は､服飾､アクセサリー､ジュェリー､時計､眼鏡､靴､バッ

グ､家庭用品､寝具､玩具､一部の化粧品､一部の家電製品などの商品である｡

2つ目は､直営である｡ 2016年度直営の売上高が23.28億元となり､総売上高

の約13%を占めている｡この部分の商品は､主に一部の化粧品､一部の家電製

品､食品と日用雑貨などを含む｡ 3つ目は､テナント契約である｡この部分は､

主に飲食店､娯楽施設､教育や一部の服飾などである258｡この部分2016年度の

売上高は､その他の収入を合わせて8.68億元に達し､総売上高の約5%を占め

ている｡

以上の数値から見ると､連営制は､王府井百貨店の中で､大きな収入源とな

っており､商品の構成でもこ　連営制の商品が最も多くの割合を占めている｡

現在成都王府井百貨店は､基本的に飲食店や店内の超市以外の､ほとんどの

売場は､連営制を採用している｡連営制における商品の仕入､あるいは納入業

者の導入は､すべて地域の招商部門が担当する｡ただ､化粧品ではメーカーが

直接経営する場合が多く､百貨店側は交渉力を高めるために､本部の招商部門

が直接担当している｡また､飲食店などのテナント契約の下､テナントの導入

あるいは選択には､招商部門が担当する｡さらに､店内の超市は､直営という

売場運営形態を採用し､超市内の商品の仕入は､主に超市部の采購部門が担当

している｡

招商部門は､王府井百貨店の市場ポジショニングや対象顧客により､ブラン

ドを選定し､納入業者と交渉を開始する｡そして､納入業者の規模､ブランド

の影響力と埠域での業績により､納入業者の売場の位置と面積を定める｡一般

的に､ブランドの影響力や納入業者の規模が大きければ大きいほど､よい売場

を獲得しやすい｡たとえば､ナイキ(NIKE)とアディダス(AD旧AS)というス

ポーツ品大手の2社､常にスポーツ晶の売場の中では､一番よい売場を有して

いる｡また､納入業者を導入する際､招商部門は納入業者と連営打点について

交渉する｡この連営打点にも､納入業者の売場位置と同様､ブランドの影響力

と地域での業績､また王府井百貨店自身の業績や立地が影響を与える｡王府井

258　王府井グループ株式有限公司2016年年度報告書｡

197



百貨店グループは､中国百貨店業界の最大手として､また成都王府井百貨店も

成都市内で最も人気がある百貨店として､納入業者に対して､優位な地位を有

し､より高い打点を得られる｡成都王府井百貨店の平均打点は､約25%であり､

中国百貨店業界の平均水準20%より5ポイント高い259)｡つまり､成都王府井百

貨店における連営制の粗利益率は25%であり､業界平均粗利益率より高い｡ま

た､成都王府井百貨店の中で､業績も比較的によく､立地もよい1号店の平均

打点は､ 2号店より2-3ポイント高い260｡

現在成都王府井百貨店の連営制売場の中で､打点が最も高いのは､服装類特

に婦人服類である｡現在国内の服装業界では､市場集中度が低く､トップ10の

市場占有率が10%未満である261)｡つまり､国内の服飾類業界において､強力な

大手企業が存在しないため､服装類の打点が高く設定されている｡また､婦人

服は2､ 3階の相対的によいフロアに位置し､単価も高いため､婦人服類の打点

が最も高い､その次は､紳士服と子供服である｡ただ､スポーツ用品類は除外

されている｡スポーツ用品類では､市場集中度が高く､トップ10の市場占有率

は約74%である262)｡このため､スポーツ用品類の打点は､服飾類の中で､最も

低い品目となる｡

王府井百貨店は､納入業者との協議の内容を書面の形で､契約を締結してい

る｡この契約の内容には､百貨店と納入業者双方の責任と義務､連営打点と最

低売上保証､各種費用の分担と商品代金の決済などの経営全般にわたる内容を

明確に明記し､また一般的に契約期間を1年間に設定するが､百貨店側と納入

業者双方とも､自身の業績により､契約期間を短縮することもでき､再延長す

ることも可能である｡さらに成都王府井百貨店は､各納入業者から売上高の1%

を広告宣伝費として徴収している｡つまり､連営制において成都王府井百貨店

のマージン率は､契約に定めた比率に新たな1%を加えた数字となる263｡

259　成都王府井百貨店の数値は､成都王府井百貨店の招商部経理付静より｡業界平均の数

値は､ RET春意徳中国商業地産研究センター(2017)の｢2017中国百貨亜友展分析｣よ

り｡

260　王府井成都1号店招商部経理付静と大手スポーツ代理商勤浪業務経理任銃のヒアリン

グより｡

261東方財富網(2016.07.07) ｢大手服装企業モデルチェンジの痛｣

< http://finance.eastmoney.com/news/1373,20160707639809742.html 　2017.09.13 　 ア ク セ ス

>

262　中華全国商業情報センター(2011) 69頁｡

263 　 同 注260｡
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納入業者が商品販売する際､王府井百貨店は納入業者の売場運営には､あま

り干渉しない｡つまり百貨店側は､商品の仕入､価格設定､商品の陳列､在庫

管理､販売員の配置などの業務を担当しない｡ただ､王府井百貨店は､統一レ

ジ､売場管理や公共施設の管理などの販売活動以外の補助的な業務を担当する｡

また､王府井百貨店の売場管理部門は､毎日に納入業者の経営活動が契約の通

りに経営しているかを監督し､統一レジにより､毎日の全体売上高および各個

納入業者の販売状況を把握することになる｡そして､これらの状況により､売

場管理部門は販売促進を計画し､販売不振の納入業者と改善策について相談な

どを行い､招商部門に納入業者の交換などの売場改造計画を提言している264｡

一方､納入業者は百貨店側の管理下､販売員を派遣し､販売活動を行い､ま

た自身の販売業績､市場の状況や百貨店側のイベント企画により､各種のプロ

モーションや割引販売を行う｡現在王府井百貨店のプロモーションは､主に次

の3種類がある｡ 1つは､商品を直接割引して販売する｡たとえば､商品を原

価の7､ 8割の価格で販売する｡ 2つは､ ｢満○○元省○○元｣である｡つまり､

消費者はある程度の金額の商品を購買すれば､一定の金額が割引される｡たと

えば､ ｢満300元省50元｣とは､消費者が300元以上の商品を買えば､その場

で50元を商品価格から割引かれるである｡ 600元の商品を買えば100元を割引

かれ､ 900元の商品を買えば150元を割引かれ､これによって美推する｡ 3つ

は､ ｢満○○元送○○元｣である.つまり､消費者が一定の金額の商品を購買す

れば､ある金額の金券をもらえる｡このような3種類のプロモーションは､中

国のすべての百貨店で多く使われている｡

このようなプロモーションを行う際､契約の内容により､プロモーションの

コストやリスクを百貨店側と納入業者双方に分担させる｡王府井百貨店は､各

納入業者の連営打点を下げることでコストとリスクの分担とした｡ただ､ ｢満○

○元送○○元｣の場合､他のプロモーションとは異なり､王府井百貨店は連営

打点を下げることではなく､連営打点を上昇させる｡納入業者のブランド影響

力や地域の業績により､どのぐらい下げるかあるいはどれぐらい上昇させるか

が異なる｡このような連営打点の変化について､納入業者と交渉を担当するの

264 　 同 注260｡
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は､百貨店の招商部門である｡

商品の販売後の面では､王府井百貨店は､主に2つの業務を担当する｡ 1つ

は､商品代金の決済業務である｡納入業者は､王府井百貨店の規定時間内に､

百貨店側と前月の売上高をチェックし､商品の代金を照合する｡そして納入業

者が､増値税専用発票265を王府井百貨店に交付した後､百貨店側は商品の代金

を支払う｡ 2つは､アフターサービス業務である｡一般的に直営の場合に百貨

店は､顧客に対する返品や交換などのアフターサービスを担当する｡連営制の

場合でも､政府の規定により､百貨店側が商品のアフターサービス業務を担当

する｡しかし百貨店側には､商品の所有権がなく､商品の販売活動も行わない

ため､百貨店が､一方的に商品のアフターサービスを対応するのはかなり難し

いのである｡王府井百貨店も例外でなく､納入業者と相談しながら､商品のア

フターサービス業務を行う｡

このような一連のプロセスは､王府井百貨店における連営制の運用であり､

多くの中国系百貨店の連営制の運用である｡ただ､王府井百貨店は､中国国内

最大手の百貨店として､納入業者との交渉にもパワーを持ち､多少の優位性を

有しており､純利益も連営の粗利益率も､業界平均水準より高い2660

しかし､中国における経済の減速や異業態間競争の激化により､王府井百貨

店は苦境に追い込まれた｡ 2014年､王府井百貨店広東省湛江店は､開業から僅

か1年で巨額な損失により閉店に至った｡その後､株洲店と撫順店も業績不振

により､閉店することになった｡また2013年以降､王府井百貨店グループの売

上高は毎年約5%のペースで減少しており､利益も減少している｡

8.4　王府井百貨店の改革

王府井百貨店は､すでに述べたように､ 2013年から業績不振に悩んでいる｡

この状況を改善するために､さまざまな改革を推進している｡

265　増値税の専用発票は､増値税の一般納税者が貨物を販売するかまたは増値税の課税役

務である加工役務を提供した場合に､その購入者に対して発行する発票である｡増値税の

専用発票は取引の証拠書類となるばかりではなく､貨物等の購入者が仕入税額控除を行う
ための根拠証悪ともなるので､厳重な管理規則が制定されている｡
266 　 東 方 財 富 網<http://quote.eastmoney.com/sh600859.htmJ 　2017 年9 月5 日 ア ク セ ス>
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8.4.1　オム二チャネル

インターネットの発展により､中国のネットショッピング市場は爆発的な成

長を遂げた｡王府井百貨店は､市場の変化とともに､ネットショッピング事業

の開始を試みている｡王府井百貨店は､2007年にショッピングサイトを開設し､

2009年にネット経由での売上高が約4′300万元に達した｡ 2012年に､王府井百

貨店は､ ｢おしゃれなブランドのB2Cショッピングサイト｣と位置付けたネッ

ト通販サイトを開設した｡王府井百貨店は､ 1億元を投資し､若者に向けて､

国際的に有名なブランドを集めたネット通販サイトを開設し､オフライン(実

店舗)とオンライン(インターネット)を融合したインタラクティブな消費者

アプローチを実現するために､ 3-5年をかけて､オフラインとオンラインのリ

ソースの統合を完成させることを計画した｡

王府井百貨店のネット事業は､王府井百貨店の独立した事業として新たに出

発し､実店舗とネットを融合して顧客の囲い込みを図る020 (On暮inetoOffline)

パターンも模索している｡ Tmall官方旗艦店､ wechat官方旗艦店の開設による

ネット事業の増収､またスマートフォンAPP (｢王府井｣ APP､)の活用による実

店舗-顧客の吸引を狙っている｡具体的には､クーポン･キャンペーンの発信､

飲食店や映画館の予約､店舗で電子決済の導入などの例が挙げられる｡ 2015年

度に王府井百貨店のネット事業の売上高は前年比273%増の6′227万元に上昇

した267｡

8.4.2　多業態への転換

中国において消費欲求の変化や市場の発展により､ショッピングセンターと

いう業態は､ワンストップ･ショッピング268と体験型ショッピングという特徴

により､次第に消費者の心を掴むようになった｡このため､王府井はショッピ

ングセンターを業務の中心として､発展させようとした｡王府井は､ 2009年に

太原市ではじめてショッピングセンター化した百貨店を開業した｡この店舗は､

飲食店､映画館や娯楽施設を導入し､業績が上昇しつつある｡そして､ 2011年

267　王府井グループ株式有限公司2015年年度報告書｡

268　ここでのワンストップ･ショッピングは､ショッピングだけではなく､食事､娯楽な

どの消費も含まれる｡

201



に初のショッピングセンター｢成都王府井ショッピングセンター｣を成都市に

開業した｡時任王府井グループの董事長269劉水は､ ｢顧客の細分化､商品の差別

化､サービスのヒューマニゼーション､環境の芸術化は､百貨店の発展方向と

なり､同時に百貨店の大型化やショッピングセンター化は新たな発展傾向とな

るため､我々は強く関心を持つことが必要である｡王府井百貨店は､既にショ

ッピングセンター業態を企業の将来の業務の中心とした270｣と話している｡近

年王府井百貨店は､北京､楽山､長沙などで次々とショッピングセンターを開

業し､春天百貨を買収することにより､ショッピングセンターの店舗網をより

拡大した｡

また､買収した春天百貨のアウトレット事業に関するノウハウを利用して､

アウトレット事業に参入しはじめた｡ ｢2015年王府井グループパートナー商業

年会｣で､王府井百貨店は､百貨店､ショッピングセンターとアウトレットと

いう3つの小売業態を中心業務としての発展計画と目標を発表した｡ 2016年に

王府井百貨店は､西安､銀川などでアウトレットを開業し､重慶､太原や呼和

浩特などでの百貨店をアウトレット業態-の転換を行った｡さらに､賓特など

の他のアウトレット企業を買収することにより､他社のノウハウの導入や店舗

網の拡大を推進した｡この中､太原のアウトレット事業は､百貨店業態から転

換以来､ 1年間の売上高が倍増しており､北京と藩陽のアウトレット事業の売

上高も20%の成長率を維持している271｡

8.4.3　売場運営形態の改革

王府井百貨店は､連営制のデメリットの観点から､ 2013年に王府井百貨店が

春天百貨を買収したことを契機として､売場運営形態改革を発表した｡具体的

には､納入業者と深度連営の関係を構築するほか､自社のセレクトショップ｢フ

ァースト･ヴェールト(FIRSTWERT)｣の展開などの改革である｡

前述したように､連営制の下で､王府井百貨店は､商品に関する業務に手が

つけられず､納入業者の導入や売場管理などの業務のみを担当している｡深度

269　董事長は､中国の法人董事(取桁役)から選定されて､法人の業務を執行し､法人を

代表する責任者である｡
270 　 成(2013) 72 頁｡

271歳商網(2015.12.15) ｢王府井モデルチェンジ効果明顕､来年度2つアウトレット開

業｣ <http://sh.winshang.com/news-553890.htm1 2017.07.16 　 ア ク セ ス>
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連営とは､百貨店が納入業者との協力関係を深め､百貨店が納入業者を伴い､

単品管理､在庫管理､商品陳列などの商品に関する業務を担当している｡こう

して､王府井百貨店は深度連営により､本来の売場管理者から売場経営者-の

転換を図った｡ 2015年に800以上のブランド､ 60万品以上の商品を既に王府

井百貨店の在庫システムにアップロードし､そのうち200以上のブランド､ 10

万以上の商品を既に一部店舗で販売しはじめた｡

一方､王府井百貨店は､直営比率の拡大を図るために､セレクトショップを

展開しはじめた｡このセレクトショップは､メンズのシャツを中心として､自

社で生産した商品と代理販売を行っているブランド商品などの複数ブランド

の商品を陳列･販売している売場である｡この売場では､自社の販売員が販売

活動を担当する｡つまり､日本の自主運営売場形態のような､商品の品揃え､

陳列や接客などすべての業務を自社で手掛ける売場を展開しはじめた｡現在､

このセレクトショップは､既に北京の王府井1号店と双安商場に開業したが､

今後業績により､店舗網を次第に拡大しようとしている｡また､婦人服のセレ

クトショップの展開も検討中にあるようである｡

このようなさまざまな改革により､王府井百貨店は不況の市場環境の中で､

業績が改善しつつある｡王府井百貨店は､ 2016年度の売上高が177.95億元で､

前年比2.7%増となった｡しかし､新店建設により､経営コストが増加し､また

ショッピングセンターとアウトレットの展開のため､粗利益率が下落した｡こ

れらの原因により､王府井百貨店の2016年の利益は､ 8.49億元で､前年比9.3%

減少することとなった｡

8.5　パークソンの概要

パークソンは､中国小売業の対外開放初期､早い段階で中国市場に参入した

1つの外資系百貨店である｡パークソンは､マレーシア系コングロマリット｢ラ

イオングループ｣のアジア太平洋地域最大の連鎖百貨店である｡ 2016年末時点

で､パークソンは､アジアで137店舗網を構築し､主にマレーシア､中国､ベ

トナム､インドネシア､ミャンマーなどの地域で業務を展開している272｡

272 　 ウ イ キ ペ デ ィ ア<https://en.wikipedia.org/wiki/Parkson 　2017.07.25 　 ア ク セ ス>
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パークソンは､ 1992年に中国政府から参入許可を受け､ 1993年に中国工美グ

ループと合資企業北京百盛商業発展有限公司を設立し､ 1994年に北京市で中国

の第1号店復興門店を開業し､中国市場に参入することになった｡その後､中

国の厳しい外資系規制のため､パークソンは合資や委託管理の形で､ 1995年に

重慶､ 1996年に上海など中国各地で新店の展開を行った｡ 2000年まで､パーク

ソンは､大都市を中心に展開し､中国国内に店舗数が20店舗まで増加し､外資

系百貨店の｢第1企業｣と言われるほどに成長するようになった｡しかし､ 2000

年代から､ 1線大都市の競争が激化し､消費者の噂好が多様化したため､パー

クソンは､ 1線大都市の店舗を維持しながら､ 2･3線都市-と出店の重心を移

転した｡さらに､パークソンは店舗立地によって､商品の構成を変化させる｡

例えば､上海や北京などの大都市の店舗では､主に中･高収入層を対象として

高級品を中心に取り扱う｡一方､貴州や四川省など2･3線都市での一部の店舗

では､現坤の消費水準に合わせて､主に中収入層や若者を中心としての品揃え

を行い､一部店舗には､超市も設置している｡

表8.2　パークソンの店舗分布(2017年年末時点)

省･直轄市　　　店舗数　　　省･直轄市

上 海 　 　 　 　 　 　2 　 　 　 　 　 　 広 東

雲 南 　 　 　 　 　 　2 　 　 　 　 　 　 広 西

北 京 　 　 　 　 　1 　 　 　 　 　 薪 垂

四 川 　 　 　 　 　 　6 　 　 　 　 　 　 江 蘇

安 敬 　 　 　 　 　1

山 東 　 　 　 　 　 　4

重 慶 　 　 　 　 　1

合 計 　 　 　 　 　 　45

出所)パークソンのホームページより整理｡

店舗数　　　省･直轄市　　店舗数

1 　 　 　 　 　 　 山 西

3 　 　 　 　 　 　 漸 江

1 　 　 　 　 　 湖 南

4 　 　 　 　 　 　 甘 粛

2 　 　 　 　 　 　 貴 州

1 　 　 　 　 　 遼 寧

3 　 　 　 　 　 黒 竜 江

3

1

1

1

3

3

1

2004年､中国のWT0-の加盟により､外資系小売企業の規制が撤廃される

ことになった｡パークソンは､これをきっかけに2005年四川省成都市に初の独

資店舗を開業し､さらに2006年に合弁先中国工美グループなどから44%の株
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式を5.25億元で買いとり､完全な独資外資系百貨店企業となった｡そして､各

地の合弁企業や委託管理の百貨店の株式を買いとりはじめた｡さらに､ 2010年

以降､パークソンは毎年4-7店舗のペースで急展開を果たし､ 2017年末時点

で､全国の21の省･直轄市で45店舗を有している(表8.2)0

-20.0
2008 　 　2009 　 　2010 　 　2011 　2012 　 　2013 　 　2014 　 　2015 　 　2016

邪売上高　讐営業収益　絡営業利益

図8.1パークソンの経営状況の推移(単位:億元)

注)売上高は､商品の販売額､賃料収入､委託管理費とその他収入を含む0

出所)百盛商業発展有限公司各年年度報告書より整理｡

2010年以降､中国経済の減速やネットショッピングの急発展により､中国百

貨店業界は業績不振企業が増えた｡パークソンも例外でなく､業績の不振が続

いている｡ 2016年度報告書によると､パークソンは､ 2016年度の売上高273143

億元で､前年比8.3%減となり､連続3年減少した｡営業収益も連続3年減少し､

前年比2.3%減､約46億元となった｡さらに､ 2016年度のパークソンの営業利

益はマイナス2億元となり､前年より経営状況が悪化し､ 2011年度から連続5

年悪化した(図8.1)｡この状況を受け､パークソンは､ 2012年以降､毎年業績

不振で､閉鎖した店舗が次々と出たため､店舗数が2012年の55店舗から現在

の45店舗まで減少した｡

パークソンが中国の内陸都市成都市にはじめて進出したのは､ 1995年であっ

た｡その後､成都市での事業をグループの中心事業として発展させ､次第に規

模を拡大し､一時は4店舗にまで拡大した｡パークソンの独資の第1号店舗も

273　ここでの売上高は､商品の販売､管理諮問､物件の賃貸および他の事業による収入で

ある｡

205



成都市で開業した｡しかし､競争の激化や経営コストの増加などにより､近年

経営不振で､現在パークソンは､成都市で2店舗のみ営業している｡この2店

舗の2014年度の合計売上高は､僅か5.2億元であり､王府井百貨店2店舗の同

年度の総売上高の8分の1しかなかった274｡

8.6　パークソンにおける連営制の展開

パークソンは､王府井百貨店などの国有百貨店とは異なり､ ｢直営-引廠進店

-テナント契約一連営制｣のような売場運営形態の改革過程がない｡他の外資

系百貨店のように直接に道営制を採用することはなかった｡パークソンは､最

初中国市場に進出する際､高収入層を主要対象として､すべての商品を買取し

て､自ら販売活動を行った｡しかし､当時パークソンが進出した北京では､高

所得者層は少なかった｡また当時の北京では､既に燕渉や賓特などの高級百貨

店が存在したため､パークソンは高級百貨店の後発者として､消費者を獲得で

きず､業績不振であり､ 1年間の売上高は僅か3′000万元であった｡この状況を

改善するため､パークソンは1995年に現地人材をスカウトし､対象顧客層も拡

大させ､売場運営形態を連営制に転換した｡これらの改善策により､パークソ

ンは､年間売上高を1.8億元までに増加させ､業績不振から抜け出した275｡

現在､パークソンの2016年度の商品販売額は､ 134.4億元であり､その中で

連営制による商品の販売額が約116.7億元となり､総商品販売額の86.8%､総売

上高の81.6%を占め､直営の商品販売額が､約17.7億元となり､総販売額の

13.2%､総売上高の12.4%を占め､グループ全体における商品販売額の粗利益率

は16.5%となった｡また､テナント契約による収入は､ 3.8億元であり､総売上

高の2.7%を占めている｡しかし､直営の商品販売額は､主に百貨店店内の超市

によるものである276｡

前述したように､成都市内に立地しているパークソンの2つの店舗の売上高

は､成都市にある王府井百貨店の2つの店舗の売上高の8分の1でしかなかっ

274　歳商網(2015.05.16) ｢独家掲暁2014成都商業項目売上高ランキング｣

<http://news.winshang.com/htmVO43/9791.html 　2017.09.08 　 ア ク セ ス>

275 　 李 　 前 掲 論 文13-14 頁｡

276 　 孫(2016) 12 頁｡
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た｡この売上高の少なさは､パークソンの粗利益率が低い原因の1つと考えら

れる｡また､他の都市と比べ､成都市のパークソンは店内に超市を設置しない

ため､直営比率も他の百貨店より低いと考えられる｡

成都市におけるパークソンの組織は､招商部､売場管理部とレジ部､美工部､

会計部やパソコン部などの補助的な部門のいくつの部門で構成されている｡各

部門は名称の通り､招商部が招商業務､売場管理部が売場管理業務など､各自

部門がそれぞれの業務を担当した｡ただ､招商部は他の部門と異なり､パーク

ソンは納入業者との交渉能力を高めるため､ 1地域で何店舗あっても1つだけ

招商部を設置し､他の部門は各店舗に1つずつ配置している｡

成都パークソンの招商部は､他の百貨店の招商部と同様､商品の仕入あるい

は納入業者やブランドの導入などの業務を担当し､納入業者と連営の各条件を

交渉している｡ただ､成都パークソンの業績があまりよくないため､納入業者

特に一部の大手化粧品メーカーに対しては､優位性を発揮できず､連営打点を

下げられたり､直営の販売などを要求されたりすることもあった｡たとえば､

世界最大の一般消費財メーカーであるP&G社傘下のSKII､オレイ(OLAY)な

どの化粧品ブランドに対して､成都パークソンは､連営制ではなく､直営を採

用した｡また､この直営は商品の買取､店舗施工費の負担277､販売員の配置な

どを行うが､商品に対する価格決定権はない｡商品価格について､パークソン

は､基本的にメーカーの指定価格で商品を販売し､百貨店のプロモーションに

よって2割までの割引販売ができるが､ 2割以上の割引販売は､ p&G中国本部

の許可がないと実施することができない｡さらに､販売業績によって商品の配

分順位が異なるため､業績がよくないパークソン側は､人気商品や新商品を注

文する際､満足ができない場合もある278｡

前述したように､パークソン招商部は､商品仕入あるいは納入業者やブラン

ドの導入などの業務を担当し､納入業者と連営の各条件を交渉する｡これらの

業務のプロセスも他の百貨店の招商部の業務プロセスと同様である｡招商部は､

パークソンの店舗のポジショニングや対象顧客により､ブランドを選定し､各

277　店舗施工費の負担については､ブランドや百貨店により､百貨店の分担比率が異な

り､また全額負担する場合もある｡
278　成都市元パークソン沙湾店売場管理部化粧品部門副主任劉元による｡
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納入業者また各条件について交渉している｡ただ､広告宣伝費について､パー

クソンの金額設定方法は､王府井百貨店とは異なる｡王府井百貨店は各納入業

者の売上高の1%を広告宣伝費として納入業者から徴収している｡一方パーク

ソンは､納入業者の規模により､各納入業者から3,000元あるいは5′000元の

固定費用を広告宣伝費として徴収している279｡

納入業者と連営契約を締結した後､パークソンの招商部の業務は一段落し､

その後の他の業務､たとえば店舗施工と納入業者の販売活動の監督､百貨店の

プロモーションの企画と実施などすべての業務は売場管理部が担当している｡

売場管理部は､レジ部､美工部やパソコン部などの補助的な部門の協力の下

で､主に売場の現場管理､販売計画の設定やプロモーションの企画などの業務

を担当する｡また､売場管理部はレジ部を通じて､毎日の全体売上高および個

別納入業者の販売状況を把握し､これらの状況により､販売不振の納入業者と

改善策について相談し､招商部と次の売場調整280をアドバイスしている｡さら

に､売場管理部門は､百貨店のプロモーションにおける連営打点の変動につい

て納入業者との相談を担当している｡パークソンのプロモーションは､他の百

貨店と同様､主に直接に割引販売､ ｢満○○省○○｣と｢満○○送○○｣ 3つの

プロモーションがあり､実際の運用方法も同様で､プロモーションの内容によ

り､連営打点を下げたり上げたりしている｡

納入業者は､毎月の規定時間内にパークソンの会計部と前月の売上高をチェ

ックし､商品代金を照合し､そして商品代金により､パークソンに増値税の専

用発票を発行している｡百貨店側は､増値税の専用発票を受け取った後､ 30日

以内に納入業者の指定口座に商品代金を振り込むことになっている｡商品のア

フターサービス業務は､基本的に百貨店側が担当するが､納入業者の協力も必

要である｡

以上が､成都パークソンにおける連営制の運用であり､他の百貨店と比べて

も､ほぼ同様である｡また､成都パークソンは業績不振のため､納入業者に対

279　成都市元パークソン沙湾店副店長徐味紅のヒアリングによる｡

280　パークソンは､一般的に1年間2回に売場調整を行う｡調整内容は､業績がよくない

納入業者やブランドを退出させ､代わりに､新しブランドを導入することである｡また､
一部業績がよい納入業者の売場を拡大し､あるいはよりよい位置に移動させることも､売

場調整の内容の1つである｡
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する､交渉力を失ってしまい､平均連営打点が他の業績がよい百貨店と比べる

と低くなる｡このため､業績を上昇させ､連営打点を上昇させるのが､パーク

ソンの重要な課題である｡

8.7　パークソンの経営改革

2010年以降､パークソンは多数の百貨店と同様に､売上高と利益の減少など

さまざまな困難に直面するようになり､閉店を止めることができなかった｡パ

ークソンは2013年から､売上高と利益が下落し､店舗数も毎年2-3店舗のベ

ースで減少した｡この状況を改善するため､パークソンの創業者鍾廷森が再び

代表者に就任し､さまざまな改革を打ち出した｡

8.7.1 　 多 業 態 戦 略

パークソンが､中国市場参入した初期､既に多業態の展開を行っていた｡当

時の中国は､全体的に消費水準が高くなかった｡このため､多くの消費者が来

店するように､パークソンは､消費水準の低い消費者に向けて､店舗の地下1

階に超市を設置した｡パークソンは､一部の店舗を除いてほぼすべての店舗で

このような｢百貨店+超市｣というモデルで展開した｡

しかし､消費者の消費水準がやや高めで､より安価な商品の提供を行う大型

超市の出現により､このようなモデルの客を引き寄せる機能が次第に弱くなっ

た｡また､百貨店間競争の激化やネットショッピングの急速な成長により､パ

ークソンは2010年以降､業績の不振が続き､閉鎖した店舗もあった｡

パークソンは､この状況を改善するために､新たな多業態戦略の展開をしは

じめた｡ 2014年､パークソンは､ 14億元を投資し､青島ショッピングセンター

を買収し､ショッピングセンター業態の展開をはじめた｡さらに2015年に､パ

ークソンは､韓国最大手ライフスタイル企業グループイ-ランド(E-Land)と

共同出資し､新たな合弁企業を立ち上げ､都市アウトレットを中心に展開し始

めた｡同年年末､元上海虹橋天山店の基礎の上に新たな｢百盛優客都市広場｣

第1号店という都市アウトレットが開業し､ 2017年5月に､江西省の省会都市

南呂市に第2号店を開業した｡
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また､以前の超市とは異なり､新たな超市｢パークソンスーパーマーケット｣

を2016年に展開しはじめた｡この新たな超市は､以前の超市と大きな違いがあ

る｡まず､以前のパークソンの超市は､多くの顧客が来店するように､百貨店

業態の附属業態としての存在であり､一般的に百貨店と同じ建物内に展開して

いる｡新たな超市は､百貨店と分けて､別の場所で､独自で経営している｡ま

た､以前のパークソンの超市は､近隣住民を対象に､安価な､一般的な食品や

日用雑貨を中心として取り扱ってきた｡新たな超市は､高収入層を対象に､主

に輸入食品を中心とした商品を取り扱っている｡

さらに､パークソンは､化粧品編集小型店の展開を行い､ ｢ParksonBeauty｣を

2017年に長沙市内に開業する予定を打ち出した｡同店舗は､パークソンの百貨

店の化粧品のノウ-ウをベースにしており､現地消費者のニーズやマーケット

に合わせた高級ブランド化粧品､関連雑貨､サービスを複合的に提供すること

により､新たな顧客を開拓する｡パークソンと香港の高級百貨店レーンクロフ

ォードの親会社九龍倉集団控股ワーフ;ホールディングス(The Wharf Holdings

Limited) が 共 同 で 出 店 す る｢parksonBeauty｣ は､ ｢ ビ ュ ー テ ィ｣ を コ ン セ プ ト と

した売場に､高級化粧品の編集コーナーをはじめ､カフェ､ライフスタイル商

品､ネイル､アイラッシュなどのサービスを展開する｡同店舗は｢ラ･プレリ

ー｣､ ｢ディオール｣､ ｢シャネル｣､ ｢ソルフアス｣などの高級化粧品を中心とし

て取扱予定である｡

8.7.2　出店戦略

パークソンが中国市場に参入した初期では､大都市を中心に展開してきた｡

2000年代から､ 1線大都市の競争が激化し､消費者の噂好が多様化したため､

パークソンは､ 1線大都市の店舗を維持しながら､ 2･3線都市-と出店の重心

を変えている｡さらに､パークソンは店舗立地によって､商品の構成を変化さ

せる｡たとえば､上海や北京などの大都市の店舗には､主に中･高収入層を対

象として高級品を中心的に取り扱う｡一方､貴州や四川省など2･3線都市での

一部の店舗には､現地の消費水準に合わせて､主に中収入層や若者を中心とし

ての品揃えを行い､一部店舗には､超市も設置されている｡

しかし､近年1･2線都市の家賃や人件費の急増により､不採算店舗が多くな
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り､企業全体の利益に大きなマイナス影響を与えた｡このような状況で､パー

クソンは､不採算店舗と不採算事業を整理しはじめた｡パークソンは､ 2013年

に石家庄店､ 2014年に済南店､ 2015年に鄭州などの不採算店舗を閉店させ､さ

らに､ 2016年に傘下の不動産管理企業の売却と同時に､北京太陽宮店の物件も

売却した｡これらの｢負の遺産｣の整理は､財務的な改善をパークソンにもた

らしただけではなく､それ以後の改革-の取り組むにも好影響を与えることに

なった｡

一方､パークソンは新たな出店戦略を打ち出した｡パークソンは今後､競争

が激しい1･2線都市では､ショッピングセンターやアウトレットなどの新業態

の展開を中心として出店を行う予定である｡また､発展余地が大きな3･4線都

市では､パークソンは依然として､百貨店業態を中心として展開しつつある｡

また､一部地方では､委託管理による新店舗の展開も行っている｡

このようなさまざまな改革により､2016年からパークソンの業績は回復しつ

つあり､ 2017年の第2半期報告書より､ 2017年前半には､パークソンの売上高

は81.27億元で､既存店前年比0.1%増となり､経営収益が23.7億元に達し､前

年比1.9%増となり､営業利益は0.7億元で､前年同期のマイナス0.5億元より

大幅に増加した｡

8.8　王府井とパークソンの連営制比較

本章前半部分では､王府井とパークソン2社における成都地方での連営制の

運用を紹介した｡ここで､ 2社の連営制の運用について比較分析を行いたい｡

第1に､運営制のプロセスから見ると､両社の連営制における運営プロセス

はほぼ同様である｡両社とも､百貨店自身の市場ポジショニングや売場の配置

など総合的な計画により､納入業者あるいはブランドを導入している｡そして

百貨店側は､小売業態に最も重要な仕入や販売などの商品に関する中心業務を

納入業者に渡し､補助的な業務のみを担当する｡王府井百貨店とパークソン2

社だけではなく､ほぼすべて連営制を採用した百貨店もこのようなプロセスで

運営している｡つまり､連営制は1つの制度として､中国の百貨店で普及して

いる｡百貨店業界の人材流動が激しくなったのは､このような各社の連営制に
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おけるプロセスの同一性が1つの原因と考えられる｡

第2に､連営制の中で､各業務の担当部門から見ると､両社は若干異なる点

がある｡王府井百貨店において､納入業者との交渉業務を担当するのは､招商

部であり､売場管理部は､売場の現場管理のみを担当する｡一方､パークソン

の場合､招商部は主に招商の業務を担当している｡納入業者を導入した後､納

入業者との交渉業務はすべて売場管理部が担当している｡

第3に､連営制が中国の百貨店において最も重要な売場構成である｡現在の

中国の百貨店の売場運営形態の売上高構成は､連営制は90%で､直営は7%で､

テナント契約3%となっている｡王府井百貨店とパークソンも例外でなく､連営

制が中心的な存在である｡両社の2016年度報告書によると､王府井百貨店の連

営制は､ 82%となり､直営は13%となった｡一方パークソンにおいて､連営制の

売上高は82%となり､直営は12%であった｡

第4に､連営制の中心である連営打点が異なる｡成都市において､王府井百

貨店は､パークソンとは売上高や影響力においても差が大きいため､王府井百

貨店の連営打点はパークソンの連営打点より高い｡また､グループ全体から見

ると､王府井百貨店は主に1､ 2線都市に展開しているため､グループ全体の粗

利益率は､主に2､ 3線都市に展開しているパークソンの粗利益率より高い｡

以上の比較から見ると､連営制は中国系や外資系にかかわらず､中国の百貨

店の主要な売場運営形態であり､連営制の運用プロセスもほぼ同様であること

が分かった｡また､ブランドカ､業績や立地などの企業の外部と内部要素は､

連営制の中心部分である連営打点に影響を与える｡

一方､両社は連営制によるデメリットに対して､さまざまな改革を推進して

いる｡両社の最も中心的な改革は､多業態の展開である｡王府井百貨店は､ 2011

年にかなり早い段階で本格的にショッピングセンター業態を展開してきた｡こ

れに対し､パークソンは､業績が不振となった2014年にショッピングセンター

業態を展開しはじめた｡この両社が多業態を展開した時期の差は､中国の百貨

店と外資系百貨店との間で社会環境の変化と消費者の購買活動の変化に対応

するスピードの差が見られる｡また､王府井百貨店は自身の強力なブランドカ

を利用し､納入業者を確保し､多業態の展開を行った｡一方パークソンは､自

身のブランドカを高めるために､外資系メーカーや小売企業との合弁事業を設
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立し､納入業者の確保や多業態の展開を果たすことになった｡

8.9 　 小 括

本章では､主に国有百貨店の代表である王府井百貨店と外資系百貨店の代表

であるパークソンの連営制の運用について事例分析を行った｡この2社の連営

制の運用を分析した結果､次の結論を出した｡

第1は､中国における､外資系や中国系に関係なく､連営制の運用プロセス

はほぼ同様である｡百貨店側は連営制により､従来の商品の仕入､企画､開発

といった百貨店としてのコア能力であったマーチャンダイジングカの低下を

招くことになり､経営の中心も従来の商品販売から納入業者の誘致､納入業者

との交渉と売場管理など-転換するようになった｡これらにより､百貨店は従

来の販売者から不動産管理者に転身するようになった｡

第2は､企業の業績やブランドカなどの影響力により､連営制の中心である

連営打点に大きな影響を与える｡王府井百貨店は､中国の最大手の百貨店企業

として､中国全国で強力なブランドカがあるため､多くの納入業者に対して優

位性を持ち､高い連営打点を得ることができる｡一方､パークソンは王府井百

貨店と同様に中国で全国的展開し､外資系百貨店のトップ企業として有名であ

るが､一部地域での販売不振や2･3線都市を中心として展開することにより､

企業全体のマージン率が低い｡

第3は､本論文で取り上げた2社は､他の百貨店と同様､連営制を最も重要

な経営方式として採用している｡王府井百貨店の連営制による売上高は､総売

上高の82%を占めている｡パークソンの連営制による売上高は､総売上高の

81.2%を占めている｡しかし､このように長く､大規模に連営制を採用した結果､

2社は中国の経済減速に伴い､多くの課題に直面している｡この状況を改善す

るために､王府井百貨店とパークソンを含む､多くの百貨店はさまざまな改革

を推進した｡その中､最も中心的な改革は､ショッピングセンターとアウトレ

ットなどの他業態の展開である｡一方､中国の研究者が強く勧めた直営-の転

換という自主運営改革は､現時点の中国の百貨店にとってかなり困難であるk

とが暗示された｡
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終章

1 結 論

1990年代から､中国の流通産業､特に小売業は急速な発展を果たした｡百貨

店は当時の中国における唯一の大型小売業態として､政府の保護政策の下､中

国の経済発展とともに､急速な発展を遂げた｡本論文は､中国の百貨店を研究

対象として､百貨店の発展過程と現状を分析することにより､中国の百貨店に

おける最大の特徴である連営制に関する研究を行うことを主な目的とした｡

本論文では､第1章から第3章において百貨店の生成と生成背景､アメリカ･

日本･中国における百貨店の発展過程について分析し､日本と中国の百貨店の

定義について比較した｡このアメリカ･日本･中国の3カ国における百貨店の

発展過程の紹介からわかるように､中国における百貨店の発展は､アメリカや

日本などの小売先進国の影響を強く受け､海外の百貨店を模倣しながら発展し

てきた｡しかし､同時にこの3カ国における百貨店は､それぞれの独自の歴史

や伝統を持ち､ともに社会･経済の発展状況に沿って成長してきた｡また､ 3カ

国の社会･経済システムの変化は引き続き生産と消費の両面から百貨店という

業界に影響を及ぼし､その機能の進化を促していることが明らかになった｡

第3章の後半では､中国連鎖経営協会の資料を用い､中国の百貨店の2000年

代以降の発展状況について分析を行った｡結論として､ 2000年以降における中

国の百貨店は､中国の経済発展や小売業の開放に沿って､大きな成長を果たし

た｡しかし､中国における百貨店の発展にあたって､技術革新による費用構造

上の優位性と競争上の優位性をもつことではなく281､主に海外の百貨店の業態

革新や中国市場に進出した外資系百貨店の単純な形式の模倣段階にある｡たと

えば､百貨店の多店舗化と多業態化の展開などの経営改革は､海外の小売企業

の模倣による結果である｡これに基づいて､現在中国の百貨店の現状の分析を

行った｡この分析からわかるように､海外の模倣により､中国の百貨店の管理

水準と技術の革新の動機が希薄化し､中国の経済の減速などの原因により､中

281 呉(2000) 53 頁｡
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国の百貨店は不況の状況に陥るようになった｡これによって､中国百貨店が不

況の状況に陥る外部と内部の原因を明らかにした｡

第4章では各小売発展理論を用いて､アメリカ･日本･中国3カ国における

百貨店の展開パターンは異なることを明らかにした｡結論として､日本と中国

における百貨店業態の展開パターンには､マクネアが主張している｢小売の輪｣

理論は適合しないと言える｡すなわち､日本とアメリカにおける百貨店業態の

導入のパターンは､アメリカが低価格-低マージン一高回転率であったのと異

なり､日本と中国では高価格一高マージン-低回転率のパターンとなった｡ま

た､小売業のライフサイクル理論からすれば､アメリカと日本の百貨店は､既

に成熟期の末期にある｡これに対し､中国における百貨店は､現在一部の企業

が不況にあるが､百貨店全体が増収であるため､成熟期の初期にあると考えら

れる｡さらに､日本と中国における百貨店に関する研究系譜について考察した｡

結論として､日本と中国において､市場の変化により百貨店に関する研究課題

も変化していた｡ただ､中国の百貨店の最大の特徴であり､本論文のもう1つ

の研究対象である連営制に関する研究は､議論の余地が多く残されている｡

第5章は､中国における日系百貨店を含む､外資系百貨店の発展過程に関す

る研究から､外資系百貨店は､中国の開放政策の進展とともに､中国市場で大

きな発展を果たしたが､近年中国の国内百貨店と同様に､不況の状況に陥るよ

うになった｡ただ､外資系百貨店の進出に伴い､国内百貨店の競争力の向上､

経営戦略の革新や競争の激化などの影響が表れている｡これらの影響により､

中国百貨店は大きく変貌し､小売業態の1つとして百貨店の基本機能を果たす

ようになった｡さらに､本論文のもう1つの研究対象であり､外資系百貨店が

もたらした1つの革新であり､現在不況の原因と指摘されている連営制を引き

出した｡

第6章では､中国の百貨店における連営制の概念と生成過程を考察した｡連

営制は､中国の経済改革により誕生したものであった｡中国の経済改革の進展

に伴い､百貨店の売場運営形態も多様化が進んだ｡しかし､この多様化により､

さまざまな問題も起こった｡そして政府はこれらの問題を改善するために､さ

まざま政策を打ち出し､規制をかけた｡そして､中国の百貨店は当時の外資系

百貨店の特徴である｢ブランド型｣の売場運営形態を模倣し､連営制を現在の
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ように体系的な売場運営形態制度に発展させるようになった｡また､現在のよ

うな百貨店の売上高の90%が連営制によるものになったのは､百貨店が当時の

市場環境を適応するため､経営方式上での選択であり､同時に納入業者と消費

者からの影響も軽視することができなかったことがわかった｡

第7章では､連営制に関する特徴について分析した｡また､連営制に関する

先行研究をレビューし､連営制の問題点を明らかにした｡結論として､連営制

の特徴は､第1に百貨店は商品の所有権を持たず､また､商品の販売活動を担

当しないため､商品リスクと経営コストを軽減することができる｡第2に｢最

低保証の売上高+売上高比手数料｣という収益モデルにより､百貨店は､比較

的安定的な収益を獲得することができる｡第3に長期的､広範囲で連営制を採

用したため､経営機能､組織機能とサービス機能など百貨店自身の機能が変化

するようになった｡この結果､百貨店は小売業の販売者から不動産の管理者-

に転換し､顧客の欲求を満足させるために､納入業者の協力が必要になった｡

一方､このような特徴とは対照的に､商品経営機能の喪失､同質化による価格

競争の激化､利益率の低下などの問題をもたらした｡これらの問題は､今中国

の百貨店が不況になる最大の原因と多くの学者が指摘している｡

第8章では､国有百貨店である王府井百貨店と外資系百貨店であるパークソ

ンについて2社の事例研究を行った｡この2社の事例研究を通して､連営制に

おいて百貨店の中心業務が商品の仕入･販売などの商品に関連した業務から納

入業者の導入や交渉､売場管理などの業務に変質したことがわかった｡また､

この2社における連営制の運営のプロセスについて､商品の仕入から商品販売

中､商品販売後の段階別に考察した｡王府井百貨店とパークソン関する考察と

比較分析を通して､結論をいえば､ 2社における連営制運営プロセスは､同様

である｡すなわち､中国における百貨店は､外資系､国有にかかわらず､連営

制を1つの制度として採用している｡また､ 2社は連営制を運営する際､異な

ることがあっても､プロセスの差ではなく､その違いは企業の組織構造による

ものである｡さらに2社の業績分析を通して､その業績やブランドカなどの影

響力により､連営制の中心である連営打点に大きな影響を与えることがわかる｡

王府井百貨店は､中国の最大手百貨店企業として､中国全国で強力なブランド

カがあるため､多くの納入業者に対して優位性を持ち､高い連営打点を得るこ
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とができる｡一方､パークソンは王府井百貨店と同様に中国で全国的展開し､

外資系百貨店のトップ企業として有名であるが､一部地域での販売不振や2 ･3

線都市を中心として展開することにより､企業全体のマージン率が低い｡最後

に､王府井百貨店とパークソンの業績の不況に対する改革について考察した｡

2社はさまざまな改革を行ったが､最も中心的､効果的な改革は､多業態の展

開である｡

2　研究の課題と限界

中国の百貨店経営における連営制は､中国の内部と外部からの影響により誕

生したものであり､中国の百貨店の発展に大きな貢献を果たしてきことは認め

られる｡一方で､連営制によるデメリットも軽視できない｡多くの研究者が指

摘しているように､中国の百貨店業界は､現在の不振状況から脱出するために､

まず連営制-の依存から脱出しなければならないとされる｡しかし､百貨店経

営の現場から見れば､これまで行ってきた連営制を継続させなければ､仕入や

売場管理などの業務に大きな支障をきたすことは明らかである｡したがって､

即座に連営制を否定し､新たな仕入方法や売場運営方法などに変更することは

できない｡そこでは､ある程度期限を区切った上での戦略を個別の百貨店が行

うことも必要であろうし､日本の百貨店業界のようi言業界団体において､ 1つ

の方向性を出すことも必要となろう｡

グローバル化が進む中で､中国の百貨店も国内の取引相手だけに対応してよい

時代はかなり以前に終わった｡またwTOに加盟して以降の時間経過もかなり

の時間となる｡百貨店とその取引業者間での取引においても透明性が求められ

るのは当然である｡取引当事者だけではなく､ステークホルダーなど受容性の

高い取引制度や運営制度に変更していかなければならない｡

本論文では､ 2社の事例だけについて研究を行ったが､数が少ないため､連

営制の事例研究を十分に説明したとはいえない｡また､選定地域が成都市のみ

のため､連営制に関する研究の全体像の解明がまだまだ残っている｡

今後､日本と欧米などの小売先進国の百貨店の売場運営形態を参考し､中国

百貨店が自主運営の可能性､あるいは中国の百貨店の売場運営形態におけるイ
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ノベ-ションの可能性について研究を進めていきたい｡また､現在ネットショ

ッピングの興起､リアル店舗の不振という環境の下､最も長い歴史を有し､既

に成熟期に入った百貨店業態は､どのようなイノベーションを行うと､衰退期

に入ることを免れ､再び成長期に戻れるであろうか｡こうした点について今後

も研究を進めていきたい｡
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